
(単位：千円)

項 目
前事業年度末

(2020年3月31日)
当事業年度

(2021年3月31日)
前年度比 項 目

前事業年度末
(2020年3月31日)

当事業年度
(2021年3月31日)

前年度比

流動資産の部 379,174 411,873 32,699 流動負債の部 107,857 115,545 7,687

( 当 座 資 産 ) 367,221 400,999 33,777 買 掛 金 24,964 23,172 △ 1,791

現 金 預 金 275,703 308,129 32,425 未 払 費 用 29,358 27,910 △ 1,447

受 取 手 形 ― ― ― 前 受 金 2,505 2,532 26

電子記録債権 2,229 5,737 3,508 預 り 金 4,129 1,701 △ 2,427

売 掛 金 89,288 87,132 △ 2,156 未 払 金 3,987 20,360 16,372

（他の流動資産） 9,993 8,994 △ 999 未 払 消 費 税 11,319 11,104 △ 215

前 払 費 用 5,661 5,561 △ 100 未払法人税等 3,297 1,309 △ 1,988

未 収 入 金 4,331 3,432 △ 898 未払事業所税 3,591 3,566 △ 24

未収法人税等 ― ― ― 賞 与 引 当 金 23,204 22,327 △ 877

未 収 収 益 0 ― 0 役員賞与引当金 1,500 1,560 60

短 期 貸 付 金 ― ― ― ― ― ―

繰延税金資産 ― ― ― 固定負債の部 6,196 6,845 649

長 期 未 払 金 3,659 3,458 △ 200

( 棚 卸 資 産 ) 1,959 1,879 △ 79 役員退職慰労引当金 2,537 3,387 850

貯 蔵 品 1,959 1,879 △ 79 負 債 の 部 114,054 122,390 8,336

固定資産の部 184,173 160,942 △ 23,230 株 主 資 本 449,293 450,425 1,131

(有形固定資産) 164,759 143,432 △ 21,327 資 本 金 50,000 50,000 0

建 物 29,066 29,066 0 利 益 剰 余 金 399,293 400,425 1,131

償 却 累 計 額
（ 建 物 ）

△ 3,854 △ 4,875 △ 1,020 〔利益準備金〕 17,680 17,680 0

建 物 付 属 37,602 41,142 3,540 〔その他利益剰余金 〕 381,613 382,745 1,131

償 却 累 計 額
（ 建 物 付 属 ）

△ 7,875 △ 10,622 △ 2,747 （別途積立金） 56,000 56,000 0

構 築 物 28,335 28,335 0 （繰越利益剰余金） 325,613 326,745 1,131

償 却 累 計 額
（ 構 築 物 ）

△ 11,137 △ 13,798 △ 2,661 （うち当期純利益） 42,112 21,491 △ 20,620

機 械 装 置 50,289 50,289 0

償 却 累 計 額
（ 機 械 装 置 ）

△ 18,906 △ 22,805 △ 3,898

車 両 運 搬 具 172,140 172,140 0

償 却 累 計 額
（ 車 両 運 搬 具 ）

△ 129,748 △ 142,724 △ 12,976

工具器具備品 32,656 32,688 32

償 却 累 計 額
（工具器具備品）

△ 13,807 △ 15,402 △ 1,594

建 設 仮 勘 定 ― ― ―

(無形固定資産) 4,084 3,264 △ 820

電 話 加 入 権 668 668 0

ソ フ ト ウ エ ア 3,416 2,596 △ 820

(投資等の資産) 15,328 14,245 △ 1,083

出 資 金 200 200 0

敷 金 保 証 金 231 231 0

長期前払費用 602 401 △ 200

繰延税金資産 14,294 13,411 △ 882 純 資 産 の 部 449,293 450,425 1,131

資 産 の 部 563,347 572,816 9,468 負債･純資産の部 563,347 572,816 9,468

注１．棚卸資産の評価方法は、個別法による低価法により評価しております。
注２．有形固定資産の減価償却方法は、定額法を採用しております。
注３．有形固定資産の減価償却累計額は210,226千円となっております。
注４．無形固定資産の減価償却方法は、定額法を採用しております。
注５．賞与引当金は、従業員給与規定に基づく支給対象期間法により計上しております。

貸　借　対　照　表

資  産  の  部 負  債 ・ 純資産  の  部


